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 災害が発生すると，実態把握を目的として多数の組織が異なる被災地調査を行うが、被災地への過度の

負担を避けるためには組織間の連携や情報共有が不可欠である．また，東日本大震災のような未曾有の広

域災害に対しては，既存の学術領域に枠組みに基づく活動だけでは、新たに出現した社会問題に対して解

決策を提示できない可能性がある．よって本研究では，東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会に

所属している21学会および2011年8月末の時点で学会ウェブサイトに東日本大震災後の活動に関する情報

を掲載している58学会を対象として，震災後の活動状況をレビューし，震災対応のための体制整備，学会

間の連携状況，提言活動、相談への対応や専門家の派遣という4つの視点から比較分析した． 
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１．はじめに 
 
2011年3月11日午後14時46分に発生した東北地方

太平洋沖地震は，東日本沿岸に未曾有の地震・津波

被害をもたらした．一般的に，災害が発生すると，

実態把握を目的として多数の組織が異なる被災地調

査を行うが，調査の重複により，災地に過度の負担

を強いることも多い．このような事態を防ぐために

は，事前に学会間で連携して情報を共有し，不必要

な調査を行わないことが重要である．一方，被災地

で発生する現象は多様であるため，既存の学術領域

に基づいた調査研究だけでは，既存の学術領域の境

界領域や新たに出現した社会問題に対しては解決策

を提示できない可能性もある．特に，今回の東日本

大震災のように未曾有の広域災害に対しては，既存

の学術領域に枠組みに基づく活動だけでは，被災地

で真に必要とされている学術的貢献が達成されてい

ない可能性がある． 

東北地方太平洋沖地震以後，東京大学生産技術研

究所の有志は，被災地の復旧支援のための研究者ネ

ットワーク「3.11net東京」を立ち上げ，活動を行

っている１）．活動の主な目的は「多分野における

調査研究活動情報の集約」と「震災と復旧・復興情

報の収集と発信」であり，3.11net東京ウェブサイ

トを通した情報発信を行っている．本ネットワーク

では，「多分野における調査研究活動情報の集約」

の一環として，定例会議において活動メンバーが関

連学会の動向に関する情報を持ち寄り，学会による

被害調査や被災地の情報に関する情報共有を図った．

本論文では，その際にメンバー間で共有した情報お

よびさらに学会ウェブサイトから収集した情報に基

づき，震災後における関連学会の活動を整理・比較

し，学会の活動状況や学会間の連携状況を分析した． 
 
 
２．分析対象とする学会と分析方法 
 

わが国には，広範囲の学術領域に渡る多数の学会

が存在している．国内の日本学術会議協力学術研究

団体は，平成23年6月30日時点で1871に及び２），こ

れらのリストは日本学術会議のウェブサイトに掲載

されている． 
東日本大震災以降，日本学術会議は「東日本大震
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災の総合対応に関する学協会連絡会」を立ち上げた．

連絡会の幹事長は濱田政則（早稲田大学教授）であ

り，幹事会は，日本学術会議土木工学・建築学委員

会の構成員および各分野の有識者で構成されている
３）．本研究ではまず，「東日本大震災の総合対応

に関する学協会連絡会」に参画している21学会を分

析対象とした．また，日本学術会議協力学術研究団

体に所属する学会のうち，2011年8月末の時点で学

会ウェブサイトのトップページに東日本大震災後の

活動に関する情報を掲載している学会を抽出し，こ

れらも対象とした．この際，トップページに掲載さ

れている情報が，被災地にいる学会員へのお見舞い，

義援金の募集や学会費減額のお知らせ，講演会やシ

ンポジウムの開催告知のみである場合は，学会とし

ての活動実態の詳細が把握できないため，対象外と

した．これらの学会数は58となり，分析対象とする

総学会数は表1に五十音順に列挙した79となった． 
各学会に所属する3.11net東京の活動メンバーから

の情報提供や学会ウェブサイトに掲載されている情

報に基づき，東日本大震災後のこれらの学会の活動

をレビューし，①学会における震災対応のための体

制整備，②学会間の連携状況，③被災地の復旧・復

興への提言活動，④相談への対応や専門家の派遣，

という4つの視点から，活動状況を分析した． 
表５に，これらの分析結果の一覧を示し，以下の

章で詳細を説明する． 
  
 
表-1  東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会に 

所属する21学会 
 

組織形態 学会名 

公益社団法

人 

地盤工学会 

土木学会 

日本コンクリート工学会 

日本地震学会 

日本水産学会 

一般社団法

人 

こども環境学会 

地理情報システム学会 

日本機械学会 

日本原子力学会 

日本地震工学会 

廃棄物資源循環学会 

社団法人 空気調和・衛生工学会 

日本建築学会 

日本造園学会 

日本都市計画学会 

日本水環境学会 

農業農村工学会 

その他 日本災害情報学会 

日本自然災害学会 

日本地域経済学会 

地域安全学会 

表-2  東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会に 

所属しない58学会 
 

組織形態 学会名 

公益社団法人 化学工学会 

計測自動制御学会 

日本産科婦人科学会 

日本心理学会 

日本地下水学会 

日本放射線技術学会 

一般社団法人 集団災害医学会 

日本応用地質学会 

日本周産期・新生児医学会 

日本助産学会 

日本心理臨床学会 

日本地球惑星科学連合 

日本地質学会 

日本福祉のまちづくり学会 

日本放射線腫瘍学会 

日本リスク研究学会 

日本ロボット学会 

物理探査学会 

社団法人 日本医学放射線学会 

日本救急医学会 

日本工学会 

日本小児科学会 

日本地理学会 

日本透析医学会 

日本糖尿病学会 

日本内科学会 

日本泌尿器科学会 

日本分析化学会 

日本リハビリテーション医学会 

日本リモートセンシング学会 

特定非営利活

動法人 

日本心療内科学会 

日本法医学会 

その他 地域漁業学会 

東北地理学会 

日本医学会 

日本海洋学会 

日本環境学会 

日本グループダイナミックス学会 

日本災害看護学会 

日本災害復興学会 

日本社会情報学会 

日本社会心理学会 

日本小児看護学会 

日本精神衛生学会 

日本精神保健看護学会 

日本精神保健社会学会 

日本地球化学会 

日本都市社会学会 
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日本トラウマティック・トレス学

会 

日本認知療法学会 

日本農作業学会 

日本福祉文化学会 

日本放射線安全管理学会 

日本放射線影響学会 

日本慢性看護学会 

日本未熟児新生児学会 

日本予防医学リスクマネージメン

ト学会 

農村計画学会 

 

 

３．学会における震災対応のための体制整備 

 

地震後，79学会中，45の学会で震災対応のための

何らかの特別組織を立ち上げ，被災地の復旧・復興

に対する活動を行っている．東日本大震災の総合対

応に関する学協会連絡会に所属していない学会でも，

特別組織を立ち上げた活動が行われており，これら

の学会も含めた連絡会の拡張が必要であると考えら

れた．地盤工学会，土木学会，日本建築学会，農業

農村工学会，日本地球惑星科学連合，農村計画学会

では災害調査に関するガイドラインを発表し，調査

に関する情報共有や被災地への配慮を呼びかけた．

電気学会，情報処理学会および経済・財政関係の学

会に関しては，ウェブサイト上に活動に関する情報

が掲載されておらず，活動状況を把握できなかった．

以下に，各学会での特筆すべき活動について記す．

学会の前の番号は，表4における学会番号である． 

 

１)地盤工学会 

地震直後に学会としての災害対策本部を設置した

後，「2011年会長特別委員会」も設置し，各県の災

害連絡会議委員と調整しながら初動調査，第一次調

査，第二次調査を行った．調査に際しては，「2011

年東北地方太平洋沖地震災害調査ガイドライン」を

制定し，会員に対して，調査団の申請，情報共有，

被災地への配慮を呼びかけた．また，国土交通省関

東地方整備局から「「東北地方太平洋沖地震による

関東地方の地盤液状化現象の実態解明業務」を受託

し，1都6県の96市区町村についての調査を行った．  

２)土木学会 

震災直後に緊急対策本部を設置した後，東日本大

震災特別委員会も設置し，地盤工学会，都市計画学

会と共同で第一次調査団を派遣した．4月14日は，

「震災調査ガイドライン」を発表し，調査団の登録，

情報共有，被災地への配慮，当面の間の自治体への

アプローチの遠慮を呼びかけた．登録された調査団

は，8月22日現在で62に上る．学会としての第二次

調査団（地域基盤再建総合調査団）は都市計画学会

と協同で組織化され4月29日から派遣された．第三

次調査団は電気学会と協同で「ICTを活用した耐災

（防災・減災）施策」をテーマに調査し，7月13日

に緊急提言も発表した．4月18日付けの記者発表に

よれば，安全特定テーマ委員会，津波特定テーマ委

員会，地域基盤再構築特定テーマ委員会，復興施工

技術特定テーマ委員会，液状化特定テーマ委員会，

土木専門家情報センターを新設する予定である． 

４)日本地震学会 

災害調査委員会が情報をまとめて発信している．

海底地震観測・陸上地震観測の調査や震源域の地殻

構造調査に多くの学会員が参加しているが，学会と

しての調査団は組織していない． 

５)日本水産学会 

水産政策委員会が中心となり，復興に向けた水産

学会の行動計画（A4判・4頁）４）を作成し，4月11

日に発表した．行動計画では，「漁業・養殖業の復

興に役立つ技術的研究，安全で災害に強い沿岸漁業

社会の構築のための計画策定への協力などの計画」

を掲げている．また，学会の災害復興支援拠点を東

北大学農学部に設置した． 

６)こども環境学会 

東日本大震災支援特別委員会を立ち上げ，4月28

日に「東日本大震災支援にかかる行動計画―こども

の参画によるこどもにやさしい“まち”の再生を目

指して―」（A4判・4頁）５）を発表し，プレイリー

ダーや臨床心理士などの専門家の派遣などの緊急的

対応計画を掲げている．また，こどもが元気に育つ

まちづくりのための国際提案競技を開催し，8月末

に結果を発表した． 

７)地理情報システム学会 

震災前から設置されている防災GIS分科会が，地

理情報システムを用いた復旧・復興支援活動を行っ

ている．活動内容は，被災市町村での罹災証明書発

行などの行政業務支援，意思決定に必要となる主題

地図作成のための支援（内閣府内で行われてるた

EMT活動の支援）であり，土木学会土木計画学委員

会地域防災システム研究小委員会と連携した経済被

害調査データの公開支援も行っている． 

８)日本機械学会 

東日本大震災調査・提言分科会を設置し，「機械

設備等の被害状況と耐震対策技術の有効性，力学体

系に基づく津波被害のメカニズム理解，被災地で活

動できるロボットの課題整理，被災地周辺の交通・

物流の分析，エネルギーインフラの諸問題，原発関

連の維持規格と事故状況との関係，地震．原発事故

等に対する危機管理」という７項目について調査・

提言活動を行っている． 

９)日本原子力学会 

福島第一原子力発電所における事故を受けて，

「原子力安全」調査専門委員会を立ち上げ，この委

員会下に技術分析分科会，放射線影響分科会，クリ

ーンアップ分科会を設置した．新潟中越沖地震以降，

「原子力発電所の地震安全特別専門委員会」を設置

し，地震工学会および機械学会との連携で検討を進

めてきた．今回の津波災害に関する検討を含めた上

で，最終まとめを行う予定である． 

10)日本地震工学会  
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地震直後に，東北地方太平洋沖地震対応委員会を設

置し，津波災害の軽減方策に関する研究委員会から

調査団を派遣した． 

11)空気調和・衛生工学会 

 3月16日に東日本大地震調査支援本部を設置し，

広報・情報発信部会，調査部会，復興支援部会，節

電支援部会という４つの部会を設置した． 

12)日本建築学会 

地震後に「東北地方太平洋沖地震調査復興支援本

部」および災害委員会を中核とする「災害情報収集

支援室」を設置した．3月30日に，東北地方太平洋

沖地震災害調査ガイドラインを制定し，調査団の登

録，情報共有，被災地への配慮を呼びかけた．当初，

「各自治体へのアプローチは原則遠慮」していたが，

4月25日にガイドラインを改定し，緩和措置を行っ

た．5月23日には，東日本大震災に対する行動計画

を策定し，学術調査の実施や復興計画への支援など

の計画を発表した．学会としては，被災地域に東北

支部，関東支部，北陸支部，東海支部の調査団を派

遣し，被害調査を行った．シェル空間構造運営委員

会では大規模集客施設の天井落下被害調査を行った．

学会ウェブサイトに，災害・復旧復興情報アーカイ

ブを開設し，会員からの情報を集約している．また，

日本建築学会まちづくり支援建築会議が主催する

「まちづくり展（4/12-22）」において，復興に関

する提案募集を行った． 

14)日本都市計画学会 

3月14日に防災・復興問題研究特別委員会（活動

期間3年）を設置し，復興まちづくり，都市防災，

社会システム再編という3つの部会での検討を行っ

ている．土木学会，地盤工学会と共同で第一次総合

調査団を派遣した後，土木学会と共同で第二次調査

団（地域基盤再建総合調査団）を派遣した．特別委

員会では復興計画の基本方針への提言を予定してお

り，学会員からも提言を募集している． 

15)日本水環境学会 

4月7日に，に東日本大震災への対応検討タスクチ

ームを発足し，震災に関連した衛生管理や湿地･沿

岸域に関する分科会を発足させた． 

16)農業農村工学会 

災害対応特別委員会を設置し，3月15日に活動方

針を発表した．地域別に特別調査団を派遣し，農地

の塩害などを調査した．また，3月末に東日本大震

災調査ガイドラインを制定し，調査の届け出，情報

共有，被災地への配慮を呼びかけた． 

17)廃棄物資源循環学会 

3月18日に災害廃棄物対策・復興タスクチームを

発足させ，現地調査を行った．4月4日に「災害廃棄

物分別・処理戦略マニュアルver.1」を提示し，そ

の後随時改定している． 

18)日本災害情報学会 

 学会の震災対応特別組織は設置していない．避難

や災害情報に関する調査団として，被災沿岸部自治

体調査研究グループ，広域避難・広域支援調査研究

グループの2つを設置した．また，学会員が行う調

査活動の情報を集約している． 

21)地域安全学会 

3月26日に，東北地方太平洋沖地震災害特別委員

会を設置した．5月初旬に，仙台市宮城野区の建物

被害認定作業の支援活動を行った． 

25)日本心理学会 

 東日本大震災復興支援特別委員会を発足し，被災

者に対する心理的・社会的ケア等の実践活動や研究

を行うグループに対して，1件50～200万円の助成を

行った．  

33)日本地球惑星科学連合 

 地球惑星科学に関連する学協会を束ねる窓口組織

として2005年に発足した．地震直後には「学術調査

実施時期のガイドライン」を発表し，被災地の救命

活動を優先するよう呼びかけた．震災の特別組織は

立ち上げず，既存の環境・災害対応委員会が対応し

ている． 

35)日本福祉のまちづくり学会 

震災復興支援調査委員会を発足させ，障害者・高

齢者を含む市民への仮設住宅等の支援状況について

調査を行った． 

52)日本心療内科学会 

 災害支援プロジェクト委員会を立ち上げた．この

委員会は，募金委員会，被災地医療支援委員会，震

災広報委員会からなり，3月末時点に医師派遣，デ

ータ収集，学会員を対象とした専門家による災害時

ケア講習などの方針を掲げている． 

53)日本法医学会 

 災害時死体検案支援対策本部を立ち上げ，警察庁

及び現地県警本部の要望を元に，災害時検案支援チ

ームを派遣し，検案・身元確認活動を行った．これ

らの活動は日本法医学会による「大規模災害・事故

時の支援体制に関する提言」（平成9年6月）に基づ

いて行い，支援本部は７月11日に閉鎖した． 

56)日本医学会 

 日本医学会では，110の分科会の震災対応につい

てウェブサイト上で情報提供している． 

79)農村計画学会 

 震災復興特別委員会を設置した．災害復興に関す

る調査ガイドラインを制定し，調査の登録，情報共

有，被災地への配慮を呼びかけた．現地調査への補

助金も支給している． 

 

 

４．各学会間の連携状況 
 

震災後，学会が連携し，様々な共同声明を発表し

た．しかし，8月末の時点では，共同声明で挙げた

提案を実行するために学会が連携した具体的な活動

例があまり見られず，今後の連携活動が期待される．

以下にこれらの共同声明の詳細について記す． 

 

(1) 学会が連携した共同声明 
 

3月23日に，土木学会，地盤工学会，日本都市計画
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学会長は共同緊急声明６）を発表し，震災の調査分

析および今までの対策の再評価，復旧活動への提言

の必要性を訴えた． 

3月31日には，空気調和・衛生工学会，地盤工学

会，土木学会，日本建築学会，日本コンクリート工

学会，日本造園学会，日本都市計画から内閣総理大

臣・国土交通大臣，内閣府特命担当大臣（防災），

内閣官房副長官宛てに，「東北地方太平洋沖地震後

の国土地域復興に関する関連学協会会長共同アピー

ル」７）が出された．学協会が協調・連携して被災

地への多様な支援に取り組むことを宣言するととも

に，国が地域復興全体の調査・計画立案・事業運営

を集約する組織（広域協働復興組織）を確立するよ

うに提唱した． 

4月4日に，日本ロボット学会，日本機械学会，計

測自動制御学会等の5学協会から，「東日本大震災

およびそれに伴う福島原子力災害に対する日本のロ

ボット技術の適用に関する声明」８）が出された． 

4月26日は，前述の７学会会長共同アピールの内容

を具体的に進めることを目指して，再度「東日本大

震災 国土・地域復興に関する7学会会長共同提

言」９）が出された．共同宣言は５項目からなり，

「広範な調査・情報整理の実施，ハード施策とソフ

ト施策を組み合わせた総合的な視点での復興計画の

立案・実現，地域に根差した復興，関連専門家を一

定期間現地に派遣できる枠組み，今後の防災対策や

地域づくりの先進モデルとなる復興」について言及

している． 

4月27日には，科学に関わる34 学会の会長声明

「日本は科学の歩みを止めない ～学会は学生・若

手と共に希望ある日本の未来を築く～」10）が出さ

れ，学生・若手研究者への徹底的支援や，大学施設

の早期復旧復興支援，国内外への情報発信の方針は

発表された． 

 5月16日には，「東日本大震災からの復興に向け

て建築関連団体災害対策連絡会共同アピール」11）

が出された． 

 6月30日には，(社)日本地球惑星科学連合を中心

とする地球惑星科学関連学協会共同声明として「自

然災害に向き合う強い日本社会の復興のために」
12）が発表され，長期的地震発生評価や緊急警報シ

ステムに関する見解を示した． 

 

(2) 東日本大震災総合対応学協会連絡会の発表 

 

震災後，21学会により設立された東日本大震災総

合対応学協会連絡会では，各学会の取り組みについ

ての情報共有が行われている．5月27日には，東日

本大震災総合対応学協会連絡会から「巨大地震と大

津波から国民の生命と国土を護るための基本方針」
13）が出された．基本方針とは，「2011年東北地方

太平洋沖地震が引き起こしたような極めて稀な大津

波および地震動に対しても，国民の生命と財産に重

大な影響を与えることなく，国土・環境・国民生活

を護り，社会・経済・文化活動の著しい停滞を防ぐ

こと」である．連絡会では，学会間での情報共有の

ための「情報共有・連携システム」を立ち上げる予

定である． 

 

(3) 学会間の連携状況 

 

3月18日に，日本地震工学会，土木学会，日本建

築学会，地盤工学会，日本機械学会の５学会が「東

北地方太平洋沖地震被害調査連絡会」を立ち上げた． 

3月24日には，日本建築学会，日本都市計画学会，

日本建築士会連合会，日本建築士事務所協会連合会，

日本建築家協会，日本建設業連合会，日本建築構造

技術者協会，建築設備技術者協会，日本都市計画家

協会により，建築関連団体災害対策連絡会が設立さ

れ，5月16日は報告会も開催した． 

6月5日には，学会連携・震災対応プロジェクト第

1回会合が開催された．本プロジェクトには，表3に

示す35学会が参加している．これらのうち，下線を

つけた学会以外は，8月末時点でＨＰ上には2章に記

した定義による震災関係情報が掲載されておらず，

学会としての取り組みの詳細が把握できなかった． 

 
表-3  学会連携・震災対応プロジェクト参加状況 

 

学会連携・震災対応プロジェクト参加学会 

温泉学会，環境経済・政策学会，環境技術学会，企

業と社会フォーラム(JFBS)，経営行動研究学会，公

共選択学会，公益事業学会，国際アジア共同体学

会，国際公共経済学会，コンテンツ学会，資産評価

政策学会，社会経済・システム学会，情報通信学

会，政策情報学会，政治社会学会(ASPOS) ，多摩ニ

ュータウン学会，都市住宅学会，日本 NPO 学会，日

本観光研究学会，日本環境共生学会，日本計画行政

学会，日本経済政策学会，日本公益学会，日本公共

政策学会，日本災害復興学会，日本財政学会，日本

シミュレーション＆ゲーミング学会，日本地域学

会，日本地方財政学会，日本不動産学会，日本水環

境学会，日本リスク研究学会，農村計画学会，法と

経済学会，水資源・環境学会 

 

 

５．震災後の学会による提言活動 
 

 79学会中，18の学会が，被災地の復旧・復興活動

に対する提言を発表している．筆者らは，既存の研

究において，阪神・淡路大震災後の学会からの提言

をレビューし，提言のあり方についての検討を行っ

た14）．今回の提言もレビューした結果，提言先が

明確でなかったり，提言に掲げている提案を実行す

る組織がどこなのかがわからない提言が多いことが

わかった．また，共同声明に基づいて協力して活動

した事例や，類似の学会で協同して提言を作成した

事例はほとんどない．今後，提言に基づいて各学会

がどのような活動を行うかを追跡調査する必要があ
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る．なお，地理情報システム学会，災害情報学会，

社会心理学会のウェブには，学会員からの提言が掲

載されているが，学会総体としての提言ではないの

で除外する．これらの提言について下記に詳説する． 

 

(1) 日本学術会議の提言活動 

 

日本学術会議では東日本大震災対策員会の他，放

射線の健康への影響と防護分科会，エネルギー政策

の選択肢分科会，被災地域の復興グランド・デザイ

ン分科会という３つの分科会を設置した．8月末の

時点で，3月25日の第一次緊急提言以降，表４に示

す7つの緊急提言15）と，分科会からの2つの提言14）

を発表した．詳細は表の通りである． 

 
表-4  日本学術会議からの提言 

 

日付 提言 経緯 

3.25 第一次緊急提言 第 3部拡大役員

会から 

4.4 第二次緊急提言「福島第一原

子力発電所事故後の放射線量

調査の必要性について」 

 

4.5 第三次緊急提言「東日本大震

災被災者支援・被災地域復興

のために」 

第一部会から 

4.5 第四次緊急提言「震災廃棄物

対策と環境影響防止に関する

緊急提言」 

環境学委員会，

土木工学・建築

学委員会から 

4.13  第五次緊急提言「福島第一原

子力発電所事故対策等へのロ

ボット技術の活用について」 

 

4.15 第六次緊急提言「救済・支

援・復興に男女共同参画の視

点を」 

人間の安全保障

とジェンダー委

員会等から 

8.3 第七次緊急提言「広範囲にわ

たる放射性物質の挙動の科学

的調査と解明について」 

総合工学委員

会・原子力事故

対応分科会から 

6.3 提言「東日本大震災被災地域

の復興に向けて－復興の目標

と７つの原則－」 

被災地域の復興

グランド・デザ

イン分科会から 

6.24 提言「日本の未来のエネルギ

ー政策の選択に向けて―電力

供給源に係る６つのシナリオ

―」 

エネルギー政策

の選択肢分科会

から 

 

(2) 各学会の提言活動 

 

１)地盤工学会 

8月8日に，地盤工学会から「地震時における地盤

災害の課題と対策 2011年東日本大震災の教訓と提

言（第一次）」（A4判・60 頁）16）が刊行された．

最終的な提言は2012年3月に刊行予定である． 

２)土木学会 

土木学会・電気学会は協同で第三次調査団（ICT

を活用した耐災施策に関する総合調査団）を派遣し

た後，7月13日に「耐災（減災・防災）のための情

報通信技術活用のあり方，制度設計，技術開発等に

ついての緊急提言（Ａ４版・68頁）」17）を発表し

た．しかし，電気学会のホームページには，震災の

特集ページがなく，本提言もリンクされていないた

め，電気学会会員との情報共有があまり行われてい

ない．また，復興創意形成特定テーマ委員会 によ

る「復興まちづくり創意形成ガイドライン」（Ａ４

版・44頁）や，建設マネジメント特定テーマ委員会

による「東日本大震災の復旧・復興に向けた

PFI/PPPの活用に関する提言」（A4判・2 頁）も発

表されている．学会としての提言ではなく，調査団

や委員会からの提言が複数出されており，学会とし

ての提言の全体像がわかりにくい． 

９)日本原子力学会 

「原子力安全」調査専門委員会 技術分析分科会

で事故対応について12項目に分けて分析し，教訓と

対策例を提言（A4判15頁）18）としてまとめた．対

策としては，１年程度の短期に行うべき例と2，3年

をかけてじっくり改革すべき中期対策例が掲載され

ている．時期に応じた提言を提唱しているのは，本

学会のみであった． 

11)空気調和・衛生工学会 

学会の社会貢献の一環として，「震災被害者，支

援者への生活助言（暫定版）」19）を学会ＨＰに掲

載し，断水時の衛生に関する注意などの注意喚起を

行った． 

15)日本水環境学会 

日本学術会議東日本大震災対策委員会から4月5日

に発表された「震災廃棄物対策と環境影響防止に関

する緊急提言」（A4判・1頁）14）に参加しているが，

学会独自の提言は出していない． 

16)農業農村工学会 

7月25日に農業農村工学会 研究委員会震災復興農

村計画小委員会による 「東日本大震災 復興農村計

画への提言（第一次）」（A4判・23 頁）20）を発表

した． 

17)廃棄物資源循環学会 

日本学術会議東日本大震災対策委員会から4月5日

に発表された「震災廃棄物対策と環境影響防止に関

する緊急提言」東日本大震災 復興農村計画への提

言に参加した．環境省からの委託により5月18日に

「津波堆積物適正処理手法検討会」を設置し，7月5

日に津波堆積物処理指針（案）（Ａ４版・49頁）
21）を発表した． 

22)化学工学会 

4月13日に「震災に伴う東日本エネルギー危機に

関する緊急提言」（Ａ４版・12頁）22）を発表し，

電力需要の削減の方法についての提言を行った． 

30)日本周産期・新生児医学会 

77)日本未熟児新生児学会 

日本未熟児新生児学会・日本周産期・新生児医学

会は，日本小児科学会と「乳児の放射性ヨウ素が測

定された水道水摂取」に関する共同見解（Ａ４版・

1頁）23）を発表した．また，母乳中の放射線物質の
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影響に関する共同見解も発表した． 

29)日本応用地質学会 

6月17日に，廃棄物処分における地質環境調査・

解析手法に関する研究小委員会から，「災害廃棄物

の仮置き場に関する留意点－設置から，維持管理，

閉鎖まで－第1版」（Ａ４版横・48頁）24）を発表し

た． 

34)日本地質学会 

4月2日に学会長から「東日本大震災に関する地質

学からの提言」（Ａ４版・2頁）が出された．5月21

日には，震災対策作業部会により，東北地方太平洋

沖地震について地質学的に総括し，今後の防災・減

災に向けて何をすべきかを述べた提言（Ａ４版・7

頁）25）を発表した．提言内に掲げた「災害対応へ

の地質専門家の積極的な参画」を実現するため，学

会からの事業プラン（１件上限30万円）を募集した． 

42)日本工学会 

5月6日，日本工学会は管直人内閣総理大臣宛てに

「提言：東日本大震災と福島原発事故からの日本新

生に向けて」（Ａ４版・1頁）26)を提出した． 

54)地域漁業学会 

4月18日に，緊急提言「東日本大震災からの復興

をめざして」（Ａ４版・6頁）27）を発表し，被災・

事故地域の水産業および漁村社会の復旧・復興に向

けた15項目の提案を行った． 

57)日本海洋学会 

7月25日に，震災対応ワーキンググループによる

「福島第一原子力発電所事故に関する海洋汚染調査

について（提言）」（Ａ４版・2頁）28）を発表した． 

58)日本環境学会 

 6月11日に，「東京電力福島第 1 原発事故によ

る放射能汚染問題への緊急提言」（Ａ４版・2頁）
29）を発表した． 

61)日本災害復興学会 

学会の法制度部会は，「東日本大震災における復

興のあり方についての提言―復興に向けての１７原

則の提示30）を作成した．また，復興に関する1049

文字の提言を募集し，ＨＰに掲載している． 

69)日本都市社会学会 

日本学術会議による緊急意見募集に応じ，4月8日

付けで「東日本大震災とそこからの復興に向けての

緊急意見・要望」（Ａ４版・１頁）31）を提出した． 

74)日本放射線安全管理学会 

ヨウ素対策アドホック委員会を発足させ，放射能

の分布状況や野菜，土壌の除去方法などについて検

討している．土壌分析班は，「個人住宅を対象とし

たホットスポット発見／除洗マニュアル」Ａ４版・

19頁）32）をまとめた． 

 

 

６．相談への対応や専門家の派遣 

 

79学会中，31の学会で，相談や専門家派遣に関す

る何らかの活動が見られた．10学会で専門家を派遣

しており，5学会では相談窓口を設立している．そ

の他，12学会はウェブサイト上にQ&Aを掲載してい

る．なお，ここでは，相談への対応に着目するため

に、質問への回答という形式以外の情報発信はカウ

ントしていない． 

 

１)地盤工学会 

学会員による「プロフェッショナルボランティア

登録窓口」を設置するとともに，国および自治体か

らの技術支援の申込みを受け付け，調査や復旧支援

情報の提供のための橋渡しを行った． 

２)土木学会 

震災前からある学会員内外での情報交換サイト：

http://jsce.jp/eq/に震災特設サイトを設置し，震

災調査に関する情報提供や意見交換を行った． 

４)日本地震学会 

学会ＨＰにおける東北地方太平洋地震に関する質

問回答とFAQの公開，記者懇談会での東北地方太平

洋地震の解説を行った． 

８)日本原子力学会 

学会ＨＰで福島第一原子力発電所における事故に

関する事象の解説を行い，放射線に関わる専門用語，

放射性物質の影響などに関する国内外への情報提供，

質問への回答を行っている．異常事象解説チーム

（チーム110）を昨年3月に立ち上げ，色々な分野の

専門家を集約して，マスコミや自治体関係者に対応

している． 

16)農業農村工学会 

3月15日付けの活動方針によれば，東北支部を中

心として工種別に災害復旧・復興技術相談窓口を設

置する予定であるが，8月末現在でＨＰには掲載さ

れていない．同様に，ウェブサイトに技術相談窓口

を設置し，主な技術課題と対応策について情報共有

を図る予定である．  

18)廃棄物資源循環学会 

相談窓口は設置していないが，岩手県からの依頼

を受け，塩分を含む災害廃棄物処理に関する検討も

行い，8月2日に報告を発表した．  

23)計測自動制御学会 

東日本大震災対応策定タスクフォースを設置し，

計測，制御等の技術について，「東日本大震災技術

相談窓口」を開設し，技術相談用紙の郵送，メール

での連絡を受け付けている． 

28)集団災害医学会 

被災県に学会評議員を医療アドバイザーとして派

遣し，各県庁医療対策課または災害対策本部の地元

医師に協力する活動を行った． 

36)本放射線腫瘍学会 

放射線治療に係る諸問題に対して全国レベルで支

援するため，被災または輪番停電等により放射線治

療の遂行に支障がある医療機関および他施設へ支援

が可能な医療機関・医療者のデータ登録を呼びかけ

た． 

41)日本救急医学会 

原子力災害現地対策本部長からの要請に基づき，

学会内に立ち上げた福島原発事故緊急ワーキンググ
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ループが中心となって，現地対策本部およびＪビレ

ッジへの医師派遣を行った． 

45)日本糖尿病学会 

震災で主治医と連絡が取れなくなった糖尿病患者

向けに，岩手，宮城，福島，茨城の各県と学会本部

および各インスリンメーカーに，インスリン入手法

等に関する相談窓口を設置し，ウェブサイト上に掲

載した． 

50)日本リハビリテーション医学会 

日本理学療法士協会などの10団体と共同でリハビ

リテーション支援組織を組織し，ボランティアの登

録，被災地からのチーム派遣要請を受け付け，1年

間を目標とした支援活動を行っている． 

65)日本精神衛生学会 

日本臨床心理士会，日本電話相談学会等と協力し，

6月末まで被災者向けの心の電話相談を実施し，

3000本を超える相談を受けた．7月からは， 

現地での支援活動の従事者を対象とする「東日本

大震災支援者ホットライン」を開設し，被災者にど

う向き合うかなどの相談を行っている． 

68)日本地球化学会 

学会員から，放射能強度の測定および放射性核種

の同定・定量が行えるボランティアを募集した．ボ

ランティアにより，福島県の土壌調査も行った． 

76)日本慢性看護学会 

被災地域の慢性疾患患者様の看護に携わる看護職

を支援するための電話相談窓口を設置した． 

77)日本未熟児新生児学会 

日本医学放射線学会・日本産科婦人科学会・日本

産婦人科医会・日本周産期・新生児医学会・日本小

児科学会・日本放射線科専門医会との共同で，医会

母乳中の放射性物質濃度に関するQ＆AをHPに掲載し

た．また，「被災地の避難所等で生活をする赤ちゃ

んのためのQ&A」も掲載した． 

 

 

７．おわりに 

 

本研究では，東日本大震災の総合対応に関する学

協会連絡会に所属している21学会，および日本学術

会議協力学術研究団体に所属する学会のうち，2011

年8月末の時点で学会ウェブサイトのトップページ

に東日本大震災後の活動に関する情報を掲載してい

る58学会を対象として，活動状況を分析した． 

8月末の時点で，79学会中，45の学会で震災対応

のための何らかの特別組織を立ち上げ，被災地の復

旧・復興に対する活動を行っていた．東日本大震災

の総合対応に関する学協会連絡会に参加していない

58の学会でも，震災後に積極的な活動が行われてい

ることがわかった．学会の活動を共有するためには，

これらの学会も含めた連絡会の拡張が必要であると

考えられた． 

6学会が，災害調査に関するガイドラインを発表

し，調査に関する情報共有や被災地への配慮を呼び

かけている．これらの配慮は各学会にも共通である

と考えられるため，学会間で共同したガイドライン

発表が必要である．この際，被災地への配慮に関し

ては，心理学系の学会からの専門的な協力を得て具

体的な指針が出せると良い． 

79学会中，18の学会から，被災地の復旧・復興活

動に対する提言が発表されている．しかし，提言先

が明確でなかったり，提言に掲げている提案を実行

する組織がどこなのかがわからない提言が多い．ま

た，共同声明に基づいて協力して活動した事例や，

類似の学会で協同して提言を作成した事例はほとん

どない．今後，共同声明に基づいた協力的な活動の

実現が期待されるため、これらの活動の行方につい

ても追跡調査する必要がある． 

 79学会中，31の学会で，相談や専門家派遣に関す

る何らかの活動が見られた．今回の調査は8月末時

点での状況を整理したものであるが，今後長期に渡

る復興過程においても，継続して学会から被災地へ

の貢献が行われることを期待する． 

 

謝辞：学会活動の収集においては，各学会に所属す

る3.11net東京の活動メンバーにご協力いただいた．

ここに記して感謝の意を表する． 
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OVERVIEW OF ACTIVITIES OF ACADEMIC SOCIETIES  
AFTER THE 2011 OFF THE PACIFIC COAST OF TOHOKU EARTHQUAKE 

 
MihoOHARA, Shinya KONDO, Muneyoshi NUMADA and Kimiro MEGURO 

 
   After disaster occurs, various organizations usually conduct investigations in the affected area for 
understanding disaster situation. In order to avoid excessive burden to the affected area, cooperation and 
information sharing among different organizations are essential. Collaboration of various anademic fields 
is much more necessary in case of extremely wide-area disaster because existing academic frameworks 
may not give solutions to new social problems. In this papers, activities of 79 academic societies after the 
2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake were compared from the viewpoints of system, 
collaboration, publication of remmomendation and dispatch of specialists to the affected area. 
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表-5  各学会の活動状況一覧 

 

分類 番号 学会名 震災対応特別組織の新設
他学会との
共同声明

学会独自の提言
相談への対応や
専門家の派遣

1 地盤工学会 　○（特別委員会） ○ ○ ○（窓口）

2 土木学会 　○（特別委員会）特別委員会） ○ ○ ○（WEB)
3 日本コンクリート工学会 　○（特別委員会） ○ × ×
4 日本地震学会 　×（災害調査委員会がある） ○ × ○（Q&A)
5 日本水産学会 　× ○ × ×
6 こども環境学会 　○（特別委員会） ○ × ×
7 地理情報システム学会 　×（防災ＧＩＳ分科会がある） ○ × ×
8 日本機械学会 　○（調査・提言分科会） ○ ×（予定あり） ×
9 日本原子力学会 　○（「原子力安全」調査専門委員会） ○ ○ ○（Q&Aなど)

10 日本地震工学会 　○（対応委員会） ○ × ×
11 空気調和・衛生工学会 　○（調査支援本部） ○ ○（生活助言） ×
12 日本建築学会   ○（調査復興支援本部） ○ × ×
13 日本造園学会 　○（復興支援委員会） ○
14 日本都市計画学会 　○（特別委員会） ○ ×（予定あり） ×
15 日本水環境学会 　○（震災対応検討タスクチーム） ○ 　× ×
16 農業農村工学会 　○（特別委員会） ○ ○ ×（予定あり）
17 廃棄物資源循環学会 　○（災害廃棄物対策・復興タスクチーム） ○ ○（指針） ○（県から依頼）
18 日本災害情報学会 　× ○ × ×
19 日本自然災害学会 　○（特別委員会） ○ × ×
20 日本地域経済学会 　○（予定あり） ○ × ×
21 地域安全学会 　○（特別委員会） ○ × ×

22 化学工学会 　× × ○ ○（Q&A)

23 計測自動制御学会 　○（震災対応策定タスクフォース） ○ × ○（窓口）
24 日本産科婦人科学会 　○（震災対策本部会議） × × ○（派遣、Q&A）
25 日本心理学会 　○（復興支援特別委員会） × × ×
26 日本地下水学会 　× ○ × ×
27 日本放射線技術学会 　×（放射線防護分科会がある） × × ○（Q&A）
28 集団災害医学会 　×（災害調査評価委員会がある） × × ○（派遣）
29 日本応用地質学会 　○（特別委員会） ○ ○（留意点） ×
30 日本周産期・新生児医学会 　× ○ ○（注意点、見解） ○（Q&A)
31 日本助産学会 　× × × ×

32 日本心理臨床学会
　○（支援活動委員会、
　　　東日本大震災心理支援センター）

× × ○（電話相談、派遣）

33 日本地球惑星科学連合 　×（環境・災害対応委員会がある） ○ × ×
34 日本地質学会 　○（震災対応作業部会） ○ ○ ×
35 日本福祉のまちづくり学会 　○（震災復興支援調査委員会） × × ×
36 日本放射線腫瘍学会 　× × × ○（窓口）
37 日本リスク研究学会 　× × × ○（Q&A)
38 日本ロボット学会 　○（対災害ロボティクス・タスクフォース） ○ × ×
39 物理探査学会 　× ○ 　× ×
40 日本医学放射線学会 　× × × ○（派遣、Q&A）
41 日本救急医学会 　○（福島原発事故緊急ワーキンググループ） × × ○（派遣）
42 日本工学会 　× × ○ ×
43 日本小児科学会 　○（地震対策委員会） ○ × ○（派遣、Q&A）
44 日本地理学会 　○（災害対応本部） ○ × ×
45 日本糖尿病学会   ○（対策本部） × × ○（窓口）
46 日本透析医学会 　× × × ×
47 日本内科学会 　× × × ×
48 日本泌尿器科学会 　× × × ×
49 日本分析化学会 　○（震災対応ワーキンググループ） ○ × ×

50 日本リハビリテーション医学会
　○（震災対応ワーキンググループ、
　　　震災関連情報センター）

× × ○（派遣）

51 日本リモートセンシング学会 　× ○ × ×
52 日本心療内科学会 　○（災害支援プロジェクト委員会） × × ○（派遣）
53 日本法医学会 　○（災害時死体検案支援対策本部） × × ○（派遣）
54 地域漁業学会 　× × ○ ×
55 東北地理学会 　○（災害対応委員会） × × ×
56 日本医学会 　× × × ×
57 日本海洋学会 　○（震災対応ワーキンググループ） ○ ○ ×
58 日本環境学会 　× × ○ ×
59 日本グループダイナミックス学会 　× × × ×
60 日本災害看護学会 　× × × ×
61 日本災害復興学会 　○（復興支援本部） × ○ ×
62 日本社会情報学会 　○（災害情報支援チーム） × × ○（現地でのＩＴ支援）
63 日本社会心理学会 　× × × ×
64 日本小児看護学会 　○（災害対策委員会） × × ○（メール相談）
65 日本精神衛生学会 　× × × ○（電話相談）
66 日本精神保健看護学会 　○（震災対策事務局） × × ○（研修会）
67 日本精神保健社会学会 　× × × ○（派遣）
68 日本地球化学会 　× × × ○（放射能測定）
69 日本都市社会学会 　○（震災対応ワーキンググループ） × ○ ×
70 日本トラウマティック・ストレス学会 　○（特別委員会） × × ×
71 日本認知療法学会 　× × × ×
72 日本農作業学会 　× × × ×
73 日本福祉文化学会 　○（震災対策委員会） × × ×
74 日本放射線安全管理学会 　○（ヨウ素・セシウム安全対策アドホック委員会） × ○（マニュアル） ○（Q&A、窓口）

75 日本放射線影響学会
　○（震災対策検討ワーキンググループ、
　　　福島原発事故に伴うQ&A グループ）

○ 　× ○（Q&A)

76 日本慢性看護学会 　× × × ○（電話相談）
77 日本未熟児新生児学会 　× ○ ○（注意点、見解） ○（Q&A)
78 日本予防医学リスクマネージメント学会 　× × × ×
79 農村計画学会 　○（震災復興特別委員会） × × ×

東日本大震
災の総合対
応に関する
学協会連絡
会に所属す
る21学会

東日本大震
災の総合対
応に関する
学協会連絡
会に所属し
ない58学会
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